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はじめに
　本稿では、ESDによる地域と学校の連携を都
城市の安久小学校の事例から明らかにするもの
である。ESDは、Education for Sustainable 
Developmentの頭文字をとったものである。日本
語の翻訳では、外務省・環境省と文部省と異なっ
ている。文部省は持続発展教育としており、外務
省・環境省では、持続可能な開発のための教育と
している。
　２００２年にヨハネスブルグに各国の首脳やNGO
組織・市民団体の代表が集まって、持続可能な開
発に関する世界サミットを開いた。国際連合加盟
国のすべての国の代表者が集まり、持続可能な開
発に関する世界首脳会議も同時に開催した。日本
は、持続可能な社会を実現するために世界中で人
づくりに取り組むことを提案したのである。これ
を受けて開始したのが、「国連ESDの１０年」（２００５
年～２０１４年）である。１９９２年にブラジルのリオ・
デ・ジャネイロ市において環境と開発に関する国
際連合会議が開かれ、「アジェンダ２１」が採択さ
れたが、ヨハネスブルクの首脳会議は、リオ宣言
の「アジェンダ２１」の１０年後の実施点検でもあっ

た。この点検から、今後の取り組みを強化する目
的であった。２００２年の持続可能な開発に関する世
界サミットには、各国首脳、政府代表のほか、非
政府組織（NGO）、財界およびその他主要グルー
プの指導者を含め、数万人が参加した国際的規模
の集会であり、日本からも多くのNGOの代表が
出席している。
　ヨハネスブルク･サミットは、持続可能な開発
に関する世界サミットとも呼ばれるが、会議は、
２００２年９月２日～１１日に行われた。持続可能な開
発には、多くの課題がある。人口増加、食糧、水、
住まい、衛生設備、エネルギー、保健サービスな
どの社会的資本整備、社会開発の課題が大きくあ
り、経済的成長の要求の中で、どのようにすれば
人々の生活を向上させるか、また、天然資源の保
全ができるのか。各国はその消費と生産のパター
ンを見直し、責任ある適正環境の経済成長を約束
する必要が生まれている。このための、専門知識、
技術および資源を共有する国際協力の大幅な拡大
が求められているのであり、その役割を果たすた
めの国際連合の役割があるのである。２００２年の持
続可能な開発は、地球の持つ能力以上に天然資源
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の利用を増やすことなく、世界全体の人々の生活
を質的に向上させることを求めるものであった。
持続可能な開発のためには、地域によって異なる
行動が必要となる。真の意味で持続可能な暮らし
方を築き上げるためには、３つの主要分野での行
動を統合する必要がある。
　第１は、経済成長と公平性であるる。グローバ
ルな経済システムでは、責任ある長期的な成長を
促進する一方で、置き去りにされる国家やコミュ
ニティが出ないようにするため、総合的なアプ
ローチが要求されている。
　第２に、天然資源と環境の保全である。環境遺
産と天然資源を守り、将来の世代に引き継いでい
くためには、資源の消費を減らし、汚染に歯止め
をかけ、自然生息地を保全するために経済的に継
続可能な解決策を開発する必要がある。
　第３に、社会開発である。世界中の人々には、
仕事、食糧、教育、エネルギー、健康管理、水お
よび衛生設備が必要である。このニーズに対処す
る一方で、世界共同体はまた、文化的･社会的多
様性という豊かな構造と労働者の権利が尊重さ
れ、社会のあらゆる構成員がその将来の決定に役
割を担う力を与えられるようにしなければならな
い。以上、３つの持続可能な課題の柱をもって、
ヨハネスブルクサミットの会議のよびかけがされ
たのである。
　今日の世界が直面する最重要課題としては、以
下のようなものがあげられるとしている。
　第１には、 特に世界の貧しい人々の大半が暮ら
す農村部で、貧困を軽減すること。
　第２には、 より大きな能力建設、および、資金
と環境にやさしい技術の移転を含め、開発途上国
をはじめとするすべての国々がグローバル化の課
題に対処する能力を高めること。
　第３には、 無駄を省き、天然資源への過度の依
存を抑えるため、責任ある消費と生産のパターン
を促進すること。
　第４には、すべての人々が生活向上に必要なエ
ネルギー源を利用できるようにすること。
　第５には、今日の世界で多くの疾病の原因と
なっている環境関連の健康問題を減らすこと。
　第６には、今日、危険で不衛生な水源に頼って

子供を育て、生計を立てなければならない人々の
ために、きれいな水に対するアクセスを改善する
こと。
　国連の「持続可能な開発のための教育の１０年」
に関して、ユネスコが策定する国際実施計画への
提言・日本ユネスコ国内委員会は、持続可能な開
発の共通事項として教育の役割が重要であること
の提言を次のように提起している。昨年開催され
た「持続可能な開発に関する世界首脳会議」にお
いて、現在及び将来のSDをめぐる問題の解決を
図るための共通項として、国際社会が教育の重要
性を強く認識したことは歓迎されるべきことであ
る。SDに関わる問題はどれもが単独に解決でき
るものではなく、学際的・統合的な取り組みが必
要とされるが、教育はSDを構成する各分野を結
びつける媒体として機能することができる。ま
た、教育は、SDをめぐる問題を解決していく最
終的な主体である人間の能力を開発していくとい
う意味で、人間変革、社会変革の駆動力となり
うるものである。したがって、持続可能な開発
のための教育（ESD：Education for Sustainable 
Development）は、単にSDの理念と具体像を教
えるだけの教育ではなく、SDを支えるための行
為規範を与える教育であるべきである。ESDはす
べての人々にSDに合致した知識、技能、価値観、
生活態度、生活様式の転換を迫るものである。ま
た、このような新しい考え方に基づくあらゆる段
階の教育における教師の役割も重要なものであ
る」。
　持続可能な開発の問題を解決していくうえで、
教育の役割を以上のように問題提起して、なかで
も、教育を担っていく教師の重要性を指摘してい
るのである。とくに、持続可能性の開発は、人間
の能力と同時に社会改革を伴っていなければ実施
できないが、この人間の能力開発、人間改革と社
会改革は、従前の特定の分野の専門教育を志向す
る教師ではなく、専門的な基礎を持ちながらも、
現実の環境問題、社会開発の問題を直視できる学
際的・統合的な教育が求められているのである。
教科専門主義になっている教師像それ自体の変革
も大きく求められているのである。
　さらに、ユネスコが国際実施計画の枠組みを策
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定する際に組み込むべき具体的な事項として、以
下の点を提言している。
　１．ESDをミレニアム開発目標と連携するもの
として位置づけること。貧困の撲滅、普遍的初等
教育の達成、男女の平等、幼児死亡率の削減、妊
産婦の健康の改善、伝染病の蔓延防止、環境と両
立する持続可能な社会などを実現しようとする。
　２．開発途上国における地域の実情に応じた
ESD推進のための多様な教育プログラムを開発
すること。先進国のためのESDと開発途上国のた
めのESDとは内容が異なる。開発途上国は、その
国における持続可能な姿を自ら描き、その目標に
向けた行動計画を設定することが望ましい。ESD
は社会システムの変革をも目的としている。開発
途上国においては、「万人のための教育（EFA）」
における活動に加えて、地域共同体の構築、伝統
的な文化の尊重、人口増加に伴う諸問題について
も念頭におくべきである。開発途上国の内部にお
いては、都市を中心とした開発の進んだ地域と開
発の遅れた農村地域では状況が大きく異なり、カ
リキュラムや教材内容、教育方法の点で異なる工
夫が必要である。
  ３．先進国はESDを自らの課題として取り組む
こと。持続可能性の開発においては先進国におけ
る教育も大きな課題であり、先進国は自らの生
産、消費活動に関して持続性の観点から検討を加
え、例えば大量生産・消費・廃棄型の生活様式を
持続可能な生活様式に変えるなど、生産システム
や消費行動パターンの質的転換を図るとともに、
新しい社会規範の創造、環境汚染の改善、防止な
どの面での意識改善などに取り組む必要がある。
また、先進諸国で問題となっている、例えば人々
の絆や連帯意識が希薄化しつつあるというよう
な「豊かさの中の貧困」という状況についても、
ESDを通して改善していくべきである。
　４．地域社会における絆を重視すること。アジ
アにおいては地域社会の絆という価値観が重視さ
れているので、地域共同体の再構築を基盤とし
たESDプログラムが必要である。これには、全
国的なNGOのみならず、各地域の草の根レベル
で活動している自治会などの地域団体（CBO：
Community Based Organization）等との連携が

期待できる。そのためには、ESDに関する情報
をWEBサイトに公開するなどして、戦略、責任、
経験等の共有を目指すべきである。また、地域ご
とに合意できるテーマを取り出し、各種の地域機
関や団体が連携してESDに取り組むことが重要
である。
　５．ESDを基礎にした教育の質の向上を図るこ
と。ESDは地球時代に対応した人間形成や社会
システムの変革を誘起するものであり、必要に応
じ、国レベルでの教科の再編成やESDの目標に合
わせた形のカリキュラム開発や教材開発、学習方
法、教育制度の改善を図る必要がある。
 ６．ESDにおける教師の重要な役割に鑑み資質
向上のための方策を講じること。
  ESDを具現化するためには、学習において重要
な役割を担う教師が、まず持続可能性に関して十
分な理解を深めるとともに、学習の成果を高める
学びを企画・構想する役割、学習者をよく理解し、
励ますとともに、適切な情報や学び方を提供する
支援者としての役割、自己の教育実践者としての
力量を向上させる学びを継続する学習者としての
役割、教師集団として連携・協力する役割、とい
う４つの役割を効果的に果たすべきである。
　７．関係機関・関係者間のパートナーシップ
なくしてESDの実現はありえないこと。先進国
や開発途上国の政府や自治体、教育界、産業界、
NGO等の様々な分野の関係者が、同じ目的に向
かって相互に支援し、連携を深め、持続可能な社
会の建設にむけて協同して取り組むシステムづく
りをユネスコが主導すべきである。
　以上７つの具体的提言を日本政府は、国際的な
ユネスコ機関の提言として、ESDの実施を国連
の事業として行っていく必要性を提言したのであ
る。
　開発途上国の貧困問題や公衆衛生の問題は、深
刻であり、地球上のESDの課題として緊急性を
もっているという指摘は、極めて重要な課題であ
る。しかし、開発途上国と先進国でのESDの取
り組み方、ESDの具体的な課題内容は異なって
いることを強調しているが、それは、南北の格差
問題、公衆衛生問題、学校教育をはじめ教育の普
及状況の違いなどがある。それは、社会開発的側
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面、万人のための教育ということからESDを推進
していくうえで考慮すべきことである。発展途上
国は、二〇世紀的な大量生産・大量消費・大量廃
棄物という経済発展が遅れているがゆえに、その
害毒に犯されていることも少ないことも事実であ
る。発展途上国は、伝統的な地域共同体の絆の文
化、伝統文化にある自然保全の文化など地域循環
型の社会をめざしていくうえで人類的に再評価し
ていくべき内容もある。
　先進国では過去の歴史文化から探ることが発展
途上国では現実の暮らしのなかから、その価値を
探っていくことができるのである。開発途上国の
貧困問題に目をむけていくことは大切なことであ
るが、同時に、先進国の暮らしの矛盾の問題、先
進国内でも大量生産・大量消費・大量破棄物のな
かでの高齢者、母子家庭などに集中している貧困
の問題を直視していかねばならないのである。
　物価の差や生活様式が異なるので国際比較が難
しいが、絶対的貧困な状況も先進国の日本のなか
でも大量に存在していることは無視できないので
ある。格差問題、社会開発の問題は、日本におい
ても身近にあることを決して見逃してはならない
のである。
　かつては、かけこみ寺があったが、現在の日本
は、貧困化すればするほど孤独な生活を強いられ
て、孤独死や自殺に追い込まれていくのである。
子どもたちに、この現実の問題をどう理解させて
いくのか難しい問題が横たわっている。貧困問題
は、差別と偏見を伴い、なかなか表に出にくい側
面がある。
　参考として、日本の学校教育の例を日本政府は
ユネスコの提言のなかでもふれている。それは、
総合的学習におけるESDの役割である。「日本の
学校教育では、「総合的な学習の時間」が新設さ
れた。この時間では、各学校が地域社会や学校、
児童生徒の実態に応じて、通常の教科の枠を越え
て学習内容を決めて取り組むことができる。その
中で、環境教育、情報教育、国際理解教育や開発
教育などの横断的・総合的な学習に取り組むこと
も可能となっている。今後この時間を活用して、
日本の学校におけるESDが推進されることが期
待される」。

　日本政府は、総合的な学習の時間の役割をユネ
スコの提言のなかでも強調しているが、各学校で
はいわゆる受験学力向上運動に狂奔しているのが
現実であり、ESDの理念ばかりではなく、その
ESDという教育の言葉さえも知らない教師たち
が多数いることも見落してはならない。
　ESDの言葉や理念を知らない教師たちも総合
的学習の時間を地域の暮らしのなかでとらえて実
践している教師たちも多い。教師たちは、意識し
ていないが、客観的にみれば、持続可能な開発の
教育実践を現実に実施しているのである。
　現実の暮らしのなかでの環境汚染問題に直面し
て、子どもたちと環境問題の克服の環境教育を続
けてきた伝統を日本の各地の学校はもっている。
とくに、高度経済成長期における公害問題は学校
の教師たちに、その教育の重要性の認識をあた
え、各地で公害克服のための住民運動と結びつい
て、教育実践がされた。また、公害問題を積極的
にとりくむ自治体の首長を生み出したのである。
地域と学校との連携教育は、公害問題の克服の教
育としては、活発に行われた歴史をもっているの
である。
　ところで、２００５年からの国連ESDの１０年の日本
ユネスコ委員会の国際実施計画の提言で興味ある
こととして、アジアの文化的特徴である地域社会
の絆の文化を重視したことである。ESDという
見方から新たな地域の協働を作りあげていくうえ
で、注目されていくものである。稲作に伴った水
と森林の共同の文化が、新たなESDという視点か
らの地域コミュニティづくりになっていく可能性
をもっているのである。ESDは、教育の質の向上
という側面からも地域コミュニティとの関連によ
る教材づくりや教育方法の改善などが求められて
いるのである。ESDの実施については、学校教育
の関係者は大きな担い手になっていくが、同時に
地域で暮らしている住民をはじめ、市民団体など
様々な機関とのパートーシップが大切になってい
るのである。
　ESDを進めていくうえで、教師自身の教科専
門主義からの解放が大切である。教科の専門に縛
られていては、なかなかESDの取り組みができ
ない。カリキュラムの構成が教科主義になってお
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り、それを脱皮していくには、難しい課題がある。
また、地域と連携して、学校の枠を超えていくこ
とも大きな障壁がある。教師の専門性ということ
では、地域との連携を授業内容論のなかで組み込
んでいくことが難しいからである。
　総合的学習の時間が、それぞれの教科と結びつ
いて横断的に現実の地域課題の克服のための授業
づくりになる。地域と連携した授業づくりで、総
合的学習は、有効な学校教育の時間ではあるが、
地域教材や生きる学力形成の授業実践を進めてい
くうえでも、全国的な画一の教科書や教師の専門
性からの枠付けで地域教材づくりは、難しい問題
があるのである。授業を横断的にしていくクロス
カリキュラム、地域教材づくりや地域での副教材
テキストの作成などの工夫が求められているので
ある。ESD-Jの代表理事を務める環境教育を研究
する阿部治は、ESDの総合的研究をめざすもとし
て地域づくりにおけるESDの可能性を次のよう
に述べている。「過疎化や高齢化、産業の空洞化、
自然環境の荒廃などに直面している多くの地方自
治体は、まさに環境、経済、社会のあらゆる視点
でESDの必要性に直面している。しかし、地域住
民が主体的に・創造的にESDに参加することなし
に持続可能な地域づくりの継続はありえない。こ
の意味で、ESDが持続可能な地域づくりに果たす
役割は極めて大きい。従来から行われてきた地域
づくりにおける教育・学習活動でそのままESDと
してあげることができる活動に水俣から始まった

「地元学」がある」。ESDは理念があって、それを
啓蒙的に教えていくことによって、達成されてい
くのでは決してない。ESDの理念から現実の学校
教育での地域連携活動や地域教材、総合的学習の
時間、さらに、住民が主体的に実践している地域
づくりを見つめ直していくこで、この理念が国民
的な運動に広がっていくものである。この意味で、
阿部治が、積極的に地元学をESDとしてそのまま
あげることができると評価していることは大事な
ところである。（１）

　「持続可能な未来のための学習」として、２００２
年にユネスコが世界の教員研修用教材として公式
に発行したものを阿部治などが日本語に翻訳して
いる。日本語の翻訳では、第１章から第２５章まで、

３７２頁におよぶものであり、ESDの各分野を網羅
した国際的な標準の学習教材になっている。
　持続可能な地域社会として、国際環境自治体協
議会が提起した「ローカル・アジェンダ２１」が指
摘されているが、そこでは５つの基本原則が出さ
れている。
　第１には、様々な立場の人の参加が計画の段階
から話し合いに参加して、長期な持続性のある開
発計画をたてること。
　第２には、話し合いの場に、地域団体、NGO、
企業、教会、政府機関、学会そして組合との話し
合いを持つことで、共有できるビジョンを描き、
それぞれの提案を知り、実施に際しての優先事項
は何かを確認すること。
　第３には、住民参加型の評価システム、地域に
おける社会、経済、そして環境の状態とニーズを
多くの人々が参加して評価する方法を採ること。
　第４には、住民参加型のターゲットの設定、計
画実施において重要なカギを握る人たちの交渉を
経て、的を絞り、行動計画の実行に向けてのビ
ジョンと目標に到達すること。
　第５には、モニター制度と報告書の作成、地元
の環境構成要因を含め、モニター制度と報告書の
作成によって進行の度合いをチェックし、参加者
がお互いにその行動計画について責任を持つこ
と。（２）

　ローカル・アジェンダでの基本方針は、多様な
層の人たちの住民参加方式の徹底を計画段階、ビ
ジョンづくり、評価システム、計画実施、モニ
ター制度など様々な角度から提起しているのであ
る。
　教育の方法としては、体験学習１８章、ストー
リーデリングという物語教育１９章、持続可能性の
倫理の価値観教育２０章、調べ学習２１章、課外活動
２４章などをあげ、最後の章は、地域問題を解決す
るための生徒のスキル向上、問題解決策の利用計
画になっている。
　持続可能性の倫理観だけが、人と地球、そして
人と人との基本的な関係を変えることができる。
そのライフスタイルは、わたしたちが選択できる
ものである。それは価値観の反映でもあるという
見方である。倫理観は、生活におけるジレンマに
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安易な答えをくれない。倫理観は、持続可能性に
とって不可欠というのが、ユネスコの「持続可能
性な未来の学習」の教材の基本的な考えである。（３）

　学校現場の教師たちにESDをすすめるための
ガイドブックを書いた多田孝志は、小学校段階の
教育を指摘して、また、ESDの教育実践は、試行
の域をでておらず、教師たちが議論して、学習目
的、学習方法、学習プロセスの創意工夫の必要性
を強調している。（４）

　自らも教師として環境教育を実践し、研究対象
にしてきた大森敦は、地域社会と学校の連携によ
る協同的学習主体形成として、ドンボ探検隊を組
織して、子どもの探求心を地域の公園、屋上プー
ルのヤゴから自らの興味関心をもたせている。そ
こでは、子ども自身の疑問によって、子ども自身
の主体的を尊重している。子どもは図書館などに
行って、調べ学習を展開している。
　教科書を相対化し、子どもの思っていることを
大切にし、可能な限り実体験させる教育方法を
とっている。知識の探求を促すことであると。大
森のことばでいえば、体験や身体で認識していく
暗黙知と、対象知や生活知という明示知の結合に
より分かることの重要性を教えるとしていると。

（暗黙知は、労働者が有するコツやカンなどが組
織内で代々受け継がれていく企業文化を知識経営
論で使い、明示知とは、形式知とも言い、それと
対立する概念でナレッジマネジメントの目的の一
つになる。個人の有する非言語情報はそのままで
は共有しにくいので、明文化・理論化し、知識の
共有化を進めていこうするものである。情報シス
テム、マニュアル化は、形式知が重要視されてい
く。誤解をさけるために、大森は、そのような意
味で使っているのではなく、子どもの思いを大切
に体験活動をとおしての科学的な認識過程の深化
であり、わかることの意味内容を深めていこうと
するものである）。大森にとって、子どもの思い、
意見、興味関心を大切にしての自然界の科学的探
究の授業実践である。（５）

　国立教育政策研究所教育課程研究センター
は、小学校遍「環境教育指導資料」を平成１９年度

（２００７）９月に発行している。ESDと密接に関連
をもっている環境教育であるので、参考になる指

導資料である。この指導資料は、国連のESD１０年
が２００５年からはじまり、それに対応させて環境教
育指導資料を大幅に改訂したものである。また、
学校教育法も平成１９年（２００７）６月に「学校内外
における自然体験活動を促進し、生命及び自然を
尊重する精神並びに環境の保全に寄与する態度の
育成（２１条第２号）」が付け加わり、一部改正さ
れた。学校教育法での教育目標のなかに環境教育
が位置づけられたのである。
　この指導資料では、環境教育を行う際に５つの
視点に留意することを強調している。第１は、持
続可能な社会の構築を目指す。第２に、学校、家
庭、地域社会と連携すること。第３に、発達等に
応じて内容や方法を工夫する。第４に、地域の実
態から取り組む。第５に、消費生活の側面を重視
するとあげている。発達に応じて内容や方法を工
夫することでは、小学校の児童の発達段階に対応
して、自然体験や生活体験の積み重ねの重要性の
指摘である。自然との触れ合いの機会の増大によ
り、児童のみずみずしい感受性を刺激し、様々な
発見の中から、好奇心や創造力の基礎を養ってい
く教育方法の工夫を強調しているのである。そし
て、小学校の環境教育は、身近な地域に問題を向
け、身近な活動から学習をはじめることの意義を
のべているのである。（６）

　学校の環境教育をすすめていくうえで、エコス
クールの整備も大切であり、太陽光発電、風力発
電などの新エネルギーの装置、学校ビオトープな
どの整備、生ゴミ堆肥化装置などの推奨を環境教
育指導書ではあげている。（７）

　平成１５年（２００３）には、「環境保全のための増
進及び環境教育の推進に関する法律」が制定され
ているが、この法律が平成２３年６月１５日に改正さ
れ、環境教育等による環境保全の取り組み促進に
関する法と名称を変えて、平成２４年１０月１日に完
全施行されている。体験的学習から幅広い実践的
な人材づくりへと変更したのである。協働の取り
組みや循環型社会形成の理念が積極的に導入さ
れ、学校教育では、環境と人との関わりが総合的
に理解できるよう、学校教育において各教科その
他の教育活動を通じて発達段階に応じた体系的な
環教育における環境教育の充実のための措置、環
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境教育に係る教育職員研修の内容の充実その他の
環境教育に係る教育職員の資質の向上のための措
置、参考となる資料等の情報の提供、教材の開発
その他の必要な措置を講ずることを強調してい
る。また、環境への負荷を低減するため、校舎、
運動場等の学校施設その他の施設の整備の際に適
切な配慮を促進するとともに、当該施設を活用し、
教育を通じた環境保全活動を促進するよう必要な
措置を講ずるものとすると環境教育のための条件
整備の充実をしていくこととなったのである。
　国連のESD１０年の行動計画に沿っての、日本
の環境教育の推進の法的な整備も充実してきてい
るのである。学校教育法や環境教育等の推進法に
よって条件整備的でESDの教育実践がやりやす
い状況になっているが、しかし、学校教育や教員
養成大学では、従前の教科ごとの専門主義の厚い
壁のもとに、思い切った地域の実態に基づいての
総合的な視点からの教育実践は、これからである。
　本稿では、ESDという教育理念をきちんと踏
まえた教育実践の体系を問題にしていくのではな

く、地域の暮らしの現実をしっかりみながら、子
どもの興味関心を尊重しながら、地域の豊かな自
然のなかから、地域の農業や食の体験、地域の歴
史文化を教材にして取り組んでいる教師たちの実
践をESDという視点に筆者なりに置き換えて分
析していくものである。

１．都城市安久小学校の校区の特徴
　宮崎県の南西部、都城盆地に位置し、北部は霧
島山系、南、西部は鹿児島県（志布志市、曽於市）
に接している。都城中心部から南東部に約６km
の位置にある。都城と昭和４２年合併する以前は、
中郷村で、現在は、公民館の地区として、９２００名
の人口をもつ。ひとつの中学校と２つの小学校か
らなっている。都城は中学校の校区単に地区公民
館を設置し、この単位でまちづくり協議会の整備
をしている。
　都城市では、協働のまちづくりの推進を基本姿
勢に掲げており、地域住民が主体的かつ自発的に
参加し、行政と役割分担をしながらまちづくりを

三国名勝図会より

1論文06-神田嘉延.indd   49 2012/03/19   18:02:22



－ 50 －

南九州大学人間発達研究　第２巻　（2012）

推進するために、新たな住民自治組織の構築の施
策をしている。中学校区１１地区（旧都城市内）に
おいて、権限、財源等を移譲し、専任職員を配置
することにより、地域内分権を推進する「まちづ
くり協議会」（仮称）の設立に向けて取り組んで
いる。地域における住民自治認識の高まりが起こ
り、既存の団体や組織の枠にとどまらない、地域
の事業所なども巻き込んだ新しい住民自治の組織
の構築の施策である。「まちづくり協議会」設立
後も、目標である「地域内分権」実現に向けて、
充分な協議を考えている。
　まちづくり協議会設立においては、全地区一斉
設置とはせず、手あげ方式で、希望した地区で

「検討会議」を立ち上げ、その後それぞれの地区

の状況に応じた「まちづくり協議会」の設立を図
るという二段階方式を取っている。各地区の設立
支援としては、担当課（コミュニティ課）の職員
と地区公民館職員、地域サポーター（地域に在住
する職員）が事務局体制をとっている。
　都城市は、平成１５年度（２００３）１１中学校区毎に、
地域福祉に対する意識や福祉活動等への取り組み
や地域の特性、地域資源に配慮し、地域住民の身
近な生活課題を踏まえた地区ごとの福祉計画を策
定した。この計画の特徴は「地域住民の参加がな
ければ策定できない」ということから、地域住民
の主体的参加による計画の「策定」「実行」「評
価」の過程こそが地域福祉の実践あるということ
から、日常的な生活圏域を単位とし、地域住民が

鳥集忠男外「都城の民俗芸能」都城市教育員会・都城市民俗芸能保存連合会より
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参画し、地域内で活用できる資源の確認や実現可
能な地域福祉計画を策定している。都城市におけ
る地域振興策や福祉計画では、中学校を地区の単
位としての地区公民館を重視した施策になってい
るのである。安久小学校の地域づくりを考えてい
くうえで、地区公民館制度との関連をもって自主
的な地域住民の活動がされているのである。
　地域の豊かな自然や生活、歴史文化に学び、人
とのふれあいを深めることにより、ふるさとを愛
し、明るく豊かな未来を創造していく資質や態度
を育てる教育を地域住民とともに熱心に活動して
いる学校である。
　地域には、正応寺ごんだの会やこじいの森の
NPO法人をはじめ学校教育に積極的に協力して
いく住民組織があることも特徴である。そして、
学校教育のカリキュラムでは、総合的学習の時間
を積極的に活用しての地域の教材づくりに取り組
んでいるのである。そこでは、各教科で培った力
を活用しながら自分の課題を探求していく教材づ
くりになっているのである。
　明治の廃仏毀釈によって、正応寺が破壊された
が、その文化は現在も守り続けられている。この
寺は、１１６６年に天台宗として建てられたが、本尊
の薬師如来は、廃仏毀釈以降も住民の手によっ
て、守られている。正応寺は、幕末まで続いた密
教寺であるが、本堂を中心に、御睦堂、護摩堂、
山王堂、宝仙院、薬師堂、十王堂など１２坊からな
る大きな伽藍であった。
　また、仁王門がある一方で、鳥居、愛宕神宮、
興玉神社などの神道系の信仰の施設もあったので
ある。神仏混合の大伽藍であったのである。伽藍
のあった様子は、幕末に編集された薩摩藩を中心
とした名所遺跡・神社仏閣の景勝地を記している
三国名勝図会によってもみることができる。
　現在は、廃仏毀釈によって、徹底的に破壊され
て、寺の跡はないが、数多くの石塔が埋没散乱し
ているが、坊主墓として墓石は一カ所に集められ
て保存されている。
　正応寺に継承されてきた伝統的な大太鼓踊り
は、地域住民によって、受け継がれている。密教
文化の加持祈祷の踊りで、天下太平、万民安寧を
願い、災害を避けるために行われるものである。

念仏踊りの色彩が強い。毎年、正応寺跡地の興玉
神社に奉納する踊りである。昔は、青年とは限ら
ず、男子で身分を問わず参加していた。奉納は、
旧歴の７月７日の七夕である。地域には、保存会
があり、地区の子どもたちに伝承芸能として参加
をよびかけて子どもの伝承芸能の活動も活発であ
る。

２．地域住民のNPO組織とESD
⑴　NPO法人正応寺ごんだの会
　都城市は、田園空間博物館として、４つのゾー
ンを指定して、平成１２年度から平成２０年度にか
けて整備した。田園空間博物館整備事業は、農
村の豊かな自然、美しい田園風景、農村の伝統的
文化、農村にある歴史的価値を地域住民が誇り
をもって、都市住民との共生をはかっていく屋根
のない博物事業である。コア施設による総合案内
所や地域の文化や風景などの展示物があるが、散
策ルートの設定、案内板の整備などによりワーク
ショップ、地域の祭りなどの地域行事に参加した
りする参加型博物館でもある。地域を住民自身が
見直し、自分たちになにができるのかと住民参加
型のワークショップ方式で、地域の環境の点検の
マップをつくって、地域構想図をみんなでつくっ
ていったのである。この地域構想の図面をつくる
ことによって、地域住民の夢がふくらみ、農村の
景観、農地、水、環境保全、正応寺や興玉神社な
どの自分たちの歴史のもっている現代的意義など
田園博物館という視点から見直していくのであ
る。
　このような実践の経験から自分たちでNPO法
人をつくろうということになり、平成１８年度に
NPO法人正応寺ごんだの会をつくったのである。
正応寺のあった周辺住民が、その後に集落名を正
応寺として、その文化の継承に努めているが、こ
の地域住民を中心に正会員、サテライト会員４５名
で発足している。地位住民以外のサテライト会員
を２００名増やす目標で活動をしている。
　明治維新のときに、廃仏毀釈が荒れ狂うなか
で、正応寺の地域住民は、本尊の薬師如来を住民
が隠して現在も大切に保管しているのである。興
玉神社にある厨子は、一キロ東方にあった正応寺
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薬師寺のものと伝えられ、国の重要文化財に指定
されている。
　サテライト会員は、NPO法人正応寺ごんだの
会を支えてくれる住民以外の人で、農業、工芸、
木工、手芸、音楽科、芸術、郷土史などの専門家
が積極的に正応寺集落をはじめ安久の地域の田園
空間博物館に魅せられて参加しているのである。
ごんだは、都城の方言で柿を意味している。柿の
名産地であった安久の風景は、実りの晩秋以降
は、地域全体が柿色の田園になり、遠くから訪れ
る人もかつては多かったということから、それを
復元しようとつけた名であるということである。
　活動の目標は、子どもたちが郷土に誇りをもて
るようにすることが最も大切なことであり、子ど
もの教育活動を大切にしていることも特徴であ
る。地域を誇れるようにするために、学校教育の
活動とも積極的に連携していくことを基本方針に
かかげているのである。そして、高齢者が安心し
て暮らせ、自己の役割も自覚できて、生きがいの
もてる活動の推進をあげているのである。また、
若者が住みたいと思う魅力的な村づくりをめざし
ているのである。

　具体的な活動として、地場産品（柿など）の加
工販売をして、村を活性化し、集落営農も積極的
に取り入れていく。そして、農業や村を愛する子
どもの育成（農業体験や子ども探検隊）を学校教
育との連携で実施している。これは、史跡を活用
した村づくりであり、農と田園風景保全活動の基
盤になっていく。
　また、民族芸能や民謡公演し、農機具や生活
具、民芸品の歴史博物館を設立し、来訪者の宿泊
設備を整備して、グリーンツーリズムの推進を
行っていこうとするものである。昔の柿のある風
景を復元しようと、田園空間博物館事業の直営工
事として、地域住民のボランティアによる植栽を
はじめたのである。苗木や肥料などの材料は、田
園空間博物館の事業で支給している。
　古い農家を移築復元し、農家の伝統文化継承
の核をつくった。農家伝承の家は、地域のコミ
ニュティのセンターとして、会合や学習施設の場
となっている。都城市の農家伝承の家の施設であ
るが、管理は、地域住民によるNPOごんだの会
が、指定管理者として委託事業を受けている方
式をとっている。地域づくりのイベント事業は、
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NPOのごんだの会が行っているが、子どもたち
がふるさとを探検し、ふるさとの自然にふれて学
ぶ事業は、安久の小学校との連携事業をしている
が、子どもの倍ほどのスタッフが子どもと共に楽
しみながらサポートをしているのである。ウォー
キングで地域の史跡を訪ね、地域の長老などが活
躍できる場を積極的に作っている。また、地域の
風景が全貌できる六ヶ村城展望にいける遊歩道の
整備も行っている。歴史文化の探検ばかりでなく、
稲の一生・田んぼの役割の探検や畑かん作物探検
などを行って、農業と自然の学習を積極的に展開
している。さらに、結いの心と福祉のむらづくり
として、地域住民がひとつになって、互いに助け
合う心で高齢者にやさしい福祉の村づくりの構築
をしている。
  ところで、NPO法人のごんだ会ばかりではな
く、地域の生産活動を活発にしていくために、株
式会社正応寺ごんだ農産を２００８年４月にたちあげ
ている。社是は、「柿の産地化を図るとともに永
年作物を植栽し、農村の環境及び景観を保全しな
がら明るい村づくりにつとめる」ということであ
る。主な業務は、①農産物、林産物、畜産物、加
工及び販売　②農作業の受託　③農産物直販店の
経営　④貸し農園の経営　⑤その他前記各号に対
する一切の業務になっている。
　この株式会社は、NPO法人でできない仕事を
補完する役割をもっている。とくに、農地の利用
権設定を円滑にすすめ、耕作放棄などの土地を有
効利用していくためには、NPO法人のなかでの
集落営農部では不十分であった。独自に株式会社
にすることによって、農作業の受託事業がスムー
ズに行われることになる。また、収入を生みだし
ていく農産物や農産物加工と、その販売もやりや
すくなるということである。柿の生産販売と柿酢
などの加工品づくり、カライモの「かんころもち」
作り、切り干しデコン作りなどを積極的に行うよ
うになっている。

⑵　ＮＰＯ法人　こじいの森・こどもの時間（とき）
　安久小学校に隣接しての安久児童館は、NPO
法人のこじいの森・子どもの時間（とき）が指定
管理者となっている。安久児童館は１０時から６時

まで放課後児童クラブの小学校１年生から３年生
の居場所支援活動ばかりではなく、０歳からの未
就学児の乳幼児とその保護者も利用できる施設に
なっている。NPO法人のこじいの森・こどもの
時間（とき）の目的・ミッションは次のようになっ
ている。
　「子どもも大人も共に学び合って生きていく
パートナーとして誰もがつどえる場づくりと人づ
くりをめざしています。一粒タネが芽を出して花
を咲かせ実をつけるには豊かな大地と、恵みの水
と暖かい太陽の光が必要です。私達は、子どもに
とって必要な豊かな大地や恵みの水や太陽のよう
に子どもたちの成長を支え見守る存在でありたい
と願っています」。
　児童館では生活体験を大切にして、草木染め、
手作りおもちゃ、おやつづくり、科学あそび、生
きものとのふれあい、自然観察会、ベーゴマ遊び
などをしている。また、わらべうたあそび（親子
のつどい）も実施している。小さな子ども図書館
として、本の貸し出しや、読書アドバイスも実施
している。小学校の子どもたちには、地域のおじ
いちゃんやおばあちゃんとの交流を積極的にして
いる。さらに、子育てに悩む親にカウンセラーに
よる相談事業もしている。
　安久地域の自然環境のよさを生かしての地域探
検活動として、都城の子どもたちにも広くよびか
けての「虫からみた世界」の活動を昆虫写真家の
新開孝さんをよんで行っている。安久内のチラシ
には「田んぼや池、林にすんでいるいろいろな生
き物の今（いま）・昔（むかしに合いに行こう！
昔いた虫、今はいない・・・・今いる虫、昔はい
なかった・・・。これはなぜなぜだろう？そんな
自然への出合いが地球の変化を知る１歩に！」。
第１回、日本にいた生き物？それとも外国からき
た生き物、第２回、林の昆虫、標本づくり。第３回、
冬の虫たちを探そう！蝶の標本をつくろうなど。
　安久児童館周辺を新開孝さんと歩こう。春、
夏、秋、冬の昆虫や植物との出合いを楽しみませ
んか。
　こじいの森として、都城をはじめ周辺地域の保
育士のわらべ歌や環境教育の研修を展開している
ことも特徴である。こじいの森の職員がときには
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講師になるが名古屋、神戸、福岡などから積極的
に講師を選んで研修の機会を保障しているのであ
る。わらべ歌の遊びの研修は年４回、子どもの遊
びと環境認識の講座は、年２回と計画している。
また、保育園で要請があれば、その保育園でのわ
らべ歌の講座なども実施している。このように、
自分たちの保育活動の特徴を広く保育実践者と連
帯し、研修活動を取り組んでいるのである。

３�．安久小学校の総合的学習の時間によ
るふるさと学習

　安久小学校では、総合的な学習の時間をふるさ
と学習として、地域に根ざした学校教育実践を積
極的に展開している。総合的な学習の時間のねら
いは、自ら課題を見つけ、自ら考え、問題を自ら
解決できる能力をみにつけていくことを目標にし
ている。問題の解決に創造的にとりくめるように
探求活動を重視していることも特徴である。
　また、各教科や道徳、特別活動とのクロスを考

えて、総合的に問題をみつめる能力を養うように
全体計画をたてている。その際に、環境、福祉、
国際理解などの横断的、総合的な課題に、子ども
たちが興味関心をもってとりくめるように、さら
に、地域の実態に応じた学校教育実践ができるよ
うに、工夫されている。
　総合学習として実施するふるさと学習は、各教
科で培った力を自分の興味関心を引き出しなが
ら、課題探求的に学習していけるように地域の自
然、地域の生活、地域の文化に学ぶ姿勢を明確に
しながら実践していることである。
　図表⑴に示すように、３年生は、安久はかせに
なろうということで、安久探検をとおして自分の
課題をもっていろいろなことを調べる学習を展開
している。４年生は、安久の自然環境や伝統を守っ
ていこうということで、自然体験や社会体験を重
視したカリキュラムを組んでいる。安久川の水質
調査、川の水生生物、ホタルの宿、各地区の伝統
的な踊り、クリーン作戦、リサイクルなどの課題

安久小学校の総合的な学習時間のねらいと主な内容
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を調べる学習課題を組んでいる。
　５年生は安久の米づくりの学習になっている。
米づくりばかりではなく、田んぼの生き物を調
べ、また、米を使った郷土料理などについても調
べる学習課題を組んでいる。米作りの体験は、田
おこし、しろかき、田植え、草取り、害虫駆除、
稲刈り、脱穀、餅つき、しめ縄つくりまで年間と
おしての米をとおしての学びをしているのであ
る。
　６年生は、未来に生きる安久っ子として、安久
の歴史と国際理解活動をあげている。安久の歴史
探検として、興玉神社、六ケ村城跡など。修学旅
行に鹿児島の歴史と人物の学習。国際交流員との
交流活動をあげている。
　これらの学習をとおして、子どもたちは地域の
文化、歴史に誇りをもち、地域の自然環境につい
ての理解を深め、持続可能な未来の発展について
の基礎的教育をうけているのである。

あとがき
　紙数と時間的制約のなかで、ESDという視点
から具体的に安久小学校でのふるさと学習のなか
で、子どもが地域の自然や歴史文化を認識し、ふ
るさと学習のなかで持続可能な発展の認識をどう
築いているのか、そして、地域の未来をどのよう
に考えるようになっているのかと具体的に分析し
ていく計画であったが、この課題については、次

回に譲ることにする。今回は、安久地区の住民の
とりくみと安久小学校のふるさと学習のカリキュ
ラムの紹介で終わった。ESDの教育実践は、具体
的なふるさと学習をとおしての地域に根ざした学
校教育実践のなかで整理していくのであり、当初
から啓蒙的にESDの教育課題があって上から教
師によって教育実践されていくものではない。学
校と地域住民の連携のもとに地域の暮らしのなか
からESDの課題を探り、子ども自身が主体的に興
味関心をもって、課題を探求して、創造的に持続
可能な未来を考えていくものである。
　
注
⑴　�農村文化運動１８２阿部治「持続可能な「地域

づくり」「人づくり」に向けて、１５頁
⑵　�ユネスコ・阿部治監訳「持続可能な未来の教

育のための学習」有斐閣販売所、２８６頁～２８７
頁

⑶　�前掲書、３９７頁
⑷　�多田孝志ほか「未来をつくる教育ESDのすす

め」日本標準ブクレット、３頁
⑸　�大森敦「地域と結ぶ学校環境教育」創風社、

６０頁～６２頁
⑹　�国立教育政策研究所教育課程センター「環境

教育指導資料（小学校遍）、東洋館出版社、
７頁

⑺　前掲書、２０頁~２１頁

A summary
　The main subject analyzed education for sustainable development from the cooperation of 
community and the school.  The study of the cooperation of community and the school made 
Miyakonojo-shi Yasuhisa elementary school an example.  In this community, two NPO wrestles with 
education for sustainable development.
　The school education wrestles with education for sustainable development as community 
learning.  This community has the rich history and culture.  This community becomes the rural 
district museum.  The children of this community take education for sustainable development with 
inhabitants from a school.
　For education ten years for sustainable development of the United Nations, the education from a 
living of the community is important not an enlightening thing.
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